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序論　問われる食の安全

　BSE（いわゆる狂牛病）、残留農薬、産地

偽装など、食の安全が厳しく問われている。

なぜ最近になってこの種の問題が頻発する

ようになったのだろうか。

　どうもそれは、コンビニやファーストフ

ード、ファミリーレストランで食事をとる

ことが増えて、家庭での食事が少なくなり、

食品の知識が少なくなってきていることや、

輸入食品や加工食品が増え、昔の食品に対

する勘が、通用しなくなってきていること

にあるようだ。店頭には、値段も形も同じ

ような食材がならび、本当は千差万別でも、

安全なのか、美味しいのかを見極めること

が、難しい時代になった。ラベルだけでは

表示が正確でも判断がつきかねる。

　自分ではよくわからない消費者が頼りに

しているのは、ブランドや評判である。有

名企業や産地、あるいは国産といったブラ

ンドを基準に、値段をみて、例えば「国産

の割には安いから買おう」といった感じで

買い物カゴに入れるといった具合だ。そし

て、その評判を悪用するケース－例えば偽

装－が最近次々と明るみにでたのが最近の

日本というわけである。

　要するに、食品の本当のところを消費者

がよくわからない、判断がつかないところ

に、大きな原因がある。それでは、よくわ

かるようになったらどうなるのだろうか、

よくわかるようにするにはどうすればいい

のだろうか。

　もし、消費者が安全で味覚や栄養価に優

れた商品と、そうでない商品を一目で見分

けることができれば、食品の価格体系は一

変するだろう。今は値段に大差がなく、あ

る場合には鞘を狙って産地偽装が行われた

りしているが、手間をかけた食品は高く、

そうでない食品は安くなれば、いまのよう

に適当にコストダウンをしたほうが儲かる

ようなねじれた仕組みはなくなり、生産者

の努力が真っ当に評価されるようになると

思われる。すると、日本は農地が狭く大量

生産に向かないので農業はダメだとする常

識は覆され、製造業のように、職人技が高

付加価値を生む産業に脱皮しうるかも知れ

ない。

　では、消費者に食品の情報を正確につた

えるにはどのようにすればいいのだろうか。

それには ITが鍵を握るだろう。例えば食品

ラベルにバーコードではなく IC チップを

使い、そこに生産や流通の情報を入れてお

けば、携帯電話をでピッとやるだけで情報

が確認できる。食品という「モノ」が、情

報化されるイメージだが、そのようなシス

テムを整備することができれば、「ヒト」の

情報化では遅れをとった日本の ITも、世界

の最先端に立てるのではないか。

　本稿では以上のような観点から、食の安

全を巡る様々な動きが、遅れているとされ

る日本の農業と IT を一変させる可能性に
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注目し分析を行った。特に南九州は日本有

数の食品産地であり、その寄与が大きいと

期待される。第一章では、トレーサビリテ

ィ（生産・流通過程の追跡）など新しい取

り組みを踏まえつつ食の安全の現状を整理

し、消費者への情報不足が、問題の根底に

あることや、情報の伝達手段に検討を加え

た。第二章では、先の検討を踏まえ、ITを

利用して食品の情報を消費者に伝えるには、

どうしたらいいか、ITの将来像との整合性

を考えつつ検討を加えた。第三章では、食

品や「モノ」の情報化がもたらす経済効果

について、理論と実際の両面から取りまと

めた。
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第一章　食の安全の現状

（１）なぜ問題が頻発するのか

　食の安全が厳しく問われている。この種

の問題が頻発するようになったは、なぜだ

ろうか。まず、指摘できるのが、食の生産

から消費に至るフードシステムが、外食産

業や輸入・加工食品などの急成長によって、

巨大にそして複雑になり、管理や監督が困

難になってしまったことである。

　特にプラザ合意以降の円高では、輸入食

品が急増した（図 1-1）。輸入食品にはもと

もと規制が数多く存在したが、円高以降、

差益還元の意味合いもあって、規制が緩和

された。一方、原産地表示などは、もとも

と別な規制で輸入品が規制されていたこと

もあって緩やかなものであった。要するに、

円高以降の食品の急激なグローバル化に対

して、旧来のシステムが対応できなかった

ことが、食の安全問題が頻発する基本要因

とみられる。

　旧来のシステムが環境変化に対応できな

かったことが大きな要因であることから、

システムの当事者である官僚機構の問題と

みるむきもある。例えば、食品偽装や BSE

の発生は、規制が甘いからだという指摘で

ある。

　はたしてそうか。食品の偽装を検討して

みよう。食品を偽装するのは、生産者の情

報が、消費者にうまく伝わっていないとい

った、情報の非対称性があるためである。

不案内な消費者が頼りにしているのは、ブ

ランドや評判である。グッチやエルメスの

マーク同じように、有名企業や産地、ある

いは国産といったシール表示を頼りに購買

している。そのような消費者をだますのは

簡単である。グッチやエルメスのマークを

まねるより簡単である。シールにブランド

産地の名前を記入すればいいだけだ。

　もっと一般的にはつぎのようにも言える。

消費者が品質を見分けられない限り、生産

者はわざわざ高いコストをかけてまで、安

全性の高い食品を提供しようとは思わない。

せっかく高いコストをかけてまで、安全性

の高いものをつくっても、店頭で他の低品

質な商品と見た目には違わない、ラベルの

表示も差がよくわからない、となると、品

質の良し悪しと、価格や売れ行きは関係な

くなる。それなら、できるだけコストを削

って利益をあげようとするのが自然である。

　そんな行動を取れるのは、偽装に対する

罰則が甘かったからだとか、表示に抜け道

が多いからだとの指摘も多い。まあ、そう

いった側面はないこともない。しかし、原

産地表示の義務づけがむしろ偽装の誘因に

なったり、環境変化が急すぎたのも事実で

ある。

　従来であれば、輸入等は少なく、偽装を

行う要因も少なかった。今では罰則も強化

されたが、それは対症療法にすぎず、根本

的な解決にはならない。偽装の原因は、生
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産者と消費者の情報流通が細かったことに

ある。消費者が無知だったからと言えなく

もない。規制サイドの落ち度と同じくらい、

消費者サイドにも油断があったと思う。知

っていましたか、BSEが出たホルスタイン

は国産牛と、日本古来の黒牛は和牛と表示

されていたのを。

　プラザ合意以降の円高は、食品に留まら

ず、製造業の空洞化や、バブル発生の遠因

となるなど多大な影響をもたらした。最近

ではデフレの主たる要因とも目されている。

すなわちプラザ合意以降の為替調整は、他

国に類例のない大規模なものであって、そ

の影響は食の安全にもおよび、

生産者、消費者ともに、うまく

対応することが困難であった

と解釈すべきであろう。

　それでは、あらためて、新し

いシステムを考えてみよう。食

料自給率が 40%に過ぎず、世界

中から食材が集まるこの国の

消費者が、食材の正確な情報を

得るにはどうしたらいいのか、

良心的な産地がその食材の安

心や味覚を消費者に正確に伝

えるにはどうしたらいいのか。

　伝われば農業は一変する。今

までコストダウンが主な利益

の源泉であったものが、付加価

値がそれにとってかわる。する

と、農地の大小による生産性の違いはあま

り意味をもたなくなり、どのように手間を

かけるかその職人技が問われるようになる。

ちょうど、製造業が重工長大から軽薄短小

に転じ、日本のものづくりが花開いたよう

に、農業でも日本のきめ細かさが生きる時

代となるかも知れない。

　そのような可能性があるのか、鍵を握る

のは生産者と消費者を結ぶ、表示の制度や

システムである。まず、現状の表示制度や

産直、各地の取り組みなどをみてゆこう。

　　　　　　

　　　図１－１　牛肉種類別供給量（枝肉ベース）

（出所）新山陽子「牛肉のフードシステム」2001
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（２）JAS法と産直

（JAS法）

　食品表示の基準が JAS法である（農林物

資の規格化及び品質表示の適正化に関する

法律、 JAS は日本農林規格 Japanese

Agricultural Standardの略）。食と安全に

関する感心の高まりに応じて、近年改正が

相次いでいる。

　1993年には、特別な生産方法または特色

ある原材料に着目した「特定 JAS」制度が

導入された。これは、特別な作り方につい

て認定を行うもので、生産者からの申請に

基づき第三者機関（JAS 制度における格付

機関）が生産や製造の行程をチェックし、

合格したものに特定JASマークをつけるこ

とができるようになった。有機食品が代表

的である。

　1999年には大幅な改正がなされ、それま

で特定の品目に限られれていた品質表示の

基準をすべての飲食料品に拡大、生鮮食料

品については原産地表示も義務づけられた。

　しかし、むしろそれが誘因ともなって偽

装表示が多発したため、2002年に再度改正

され、違反者名の公表の迅速化と、罰則の

強化がなされた。悪質な表示違反の場合は、

指示と同時に公表することが可能となり、

また個人では50万円以下の罰金から1年以

下の懲役または 100万円以下の罰金へ、法

人では50万円以下の罰金から1億円以下の

罰金へと、それぞれ罰則が強化された。

　来年度からは、牛肉にトレーサビリティ

が義務づけられる。具体的には、牛肉の生

産情報の管理等を義務づける法律の制定と

JAS 規格制度の創設等1によってトレーサ

ビリティの導入・普及が図られる見込みで

ある。

（産直）

　産直とは産地直結取引の略称で、生産者

と小売業者が直接契約を結ぶことである。

大型量販店が数量を揃える目的で利用する

ケースと、食の安全への関心が高まるなか、

消費者の信頼感を高めるために利用するケ

ースがある。

　大型量販店は大量の食品を必要とするが、

生鮮市場などでは、どれだけ、どのような

商品が入荷するかわからないし、値段もそ

の日の朝までわからない。直接産地と契約

を結ぶのは、少しでもこのようなリスクを

減らそうとするためだ。

　産直は事前に価格や出荷量、商品の等階

級を決められるだけではなく、自らが商品

開発に乗り出すこともできる。生産者側に

とっても、産直は出荷価格を事前に固定で

きるというメリットをもっていた。このよ

うな産直は、量販店の登場による小売の大

型化や、形が整っている規格品を求めてき

た消費者ニーズに対応したものである。

　一方、別な形の産直を行っているのは例

                                                  
1 特定 JASの拡大とみられる
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えば生協である。生協の宅配では、産地や

生産者の情報を得たうえで商品の選択をす

ることができ、そうした安心感が消費者の

満足を高めている。生協の産直は農協との

提携でなされている。全農は全国の生産者

ネットワークを活かして市場を通さない直

販事業を展開しているが、その一つとして

生協との提携事業の位置づけが大きくなり

つつある。

　このように、安い規格品が欲しい、産地

の情報が知りたい、など消費者のニーズに

あわせて、いろいろな形態で「産直」が進

化してきた。いずれも、卸売市場の枠組み

のなかでは、実現しにくい付加価値をつけ

るために、産地との直接契約という形態を

とるようになったのである。

（３）南九州の取り組み

　南九州は、全国一の食肉生産地域である

（図 1-2）。しかも乳牛の転用が主体である

北海道とは異なり、和牛が中心であること

や、豚では質の高い黒豚を産することなど、

量のみならず質の面でも高い水準にある点

が特徴である（図 1-3、1-5）。  

　高品質な肉牛では三重の松阪牛が著名で

あるが、その素牛の過半は南九州産（宮崎

３割強、鹿児島２割弱）である。また、先

の和牛オリンピックで鹿児島牛が 10 部門

中 6 部門を制するなど、評価は高まってい

る（表 1-1）。同出展牛を対象とした年初の

セリでは最高値が㌔ 7000円と、需給が逼迫

し例年もっとも高値となる（昨）年末に過

去最高水準まで高騰（㌔ 8000円）した松阪

牛に匹敵する評価を得た。

　また宮崎牛は、種の計画的な配布等によ

って、特に子牛市場では、日本でもトップ

クラスの評価を得ている2。

　実際和牛には産地間の格差は少ないとい

う評価がある。但馬や島根に代表される土

着牛は各地で交配が進み親戚状態だ。飼料

も農協や商社系のものが主体で、肥育方法

の地域差も少ない。屋内肥育が主体で気候

風土が与える影響も少ない。しかし、和牛

の種（精液等）は国外に持出し禁止である

など、国産でも外国から来た乳用種（ホル

スタイン等、食肉にも供される）とは一線

を画す。

　日本の牛肉事情は、輸入牛がプラザ合意

以降、急増し、7 割弱を占めるに至ってい

る。国産牛は 3 割強を占めるに過ぎない。

そのうち日本古来の種である和牛と、乳牛

のホルスタインがそれぞれ半分ずつを占め

る（図 1-4）。

　

                                                  
2 1996の県別子牛価格は岐阜、兵庫に次いで三位
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表 1-1　　和牛オリンピック（2002）

区分 性別 月齢 最優秀県

1 15-19

2
オス

19-23

3 14-17

4
メス

17-20

5 メス団体

6 妊娠団体

鹿児島

7 母子団体 北海道

8 種牛団体 岐阜

9 若種牛団体 大分

10 去勢肥育団体 島根

図1-4　牛肉生産内訳（2001）

国産交
雑種
8%

国産ホ
ルスタ
イン等
11%

和牛
16%

輸入
65%

図1-3　和牛・肥育用牛(2000)

宮崎
9%

佐賀
6%

熊本
5%

その他
52%

宮城
4%岩手

4%

北海道
4%

鹿児島
16%

図1-2　畜産（肉類）粗生産額（1999）

宮　崎
11%

岩　手
7%

北海道
7%

その他
61%

鹿児島
14%

和牛飼育シェア

母
牛
シ
ェ
ア

（備考）農水省資料より作成 （備考）農水省資料より作成

（備考）農水省資料より作成

図 1-5　和牛地域の変動（1987-96）

（出展）柳京煕「和牛子牛の市場構造と産地対応の変化」
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（黒豚の品質保証）

　鹿児島牛の評判は高まってはいるが、鹿

児島の食肉のなかで最もブランド化され評

価が高いのは黒豚であろう。2001年の生産

頭数は 33万頭と（前年比 18%増）、県全体

の 16％を占める。また、全国の黒豚に占め

る鹿児島のシェアは 6 割に達する。しかし

全国では黒豚の割合は 3～4%程度に過ぎな

い。簡単には手に入らないのである。

　興味深いことに豚の松阪牛ともいうべき

鹿児島黒豚の品質保証の仕組みは、後述す

る松阪牛のシステムとよく似ている（図 1-

6）。例えば、黒豚の生産者で構成される鹿

児島県黒豚生産者協議会は、1992 年には

「かごしま黒豚証明制度」を実施して、か

ごしま黒豚証明書を発行している（表 1-2、

及び次頁写真参照）。証明書には、生産者名

（生産者グループ）、出荷年月日、証明者番

号が記入され、県内で生産・肥育・出荷し

たバークシャー純粋種の肉豚のみに交付さ

れる。基本的には一枚の証明書が二分割さ

れた枝肉のパッケージ等に添付される（証

明書の発行代金は一枚¥50、同証明書を小

さくし食品パックに貼るミニシールは一頭

につき 200枚程度発行。こちらは実費相当

で廉価）。

 また、同協議会は、1996 年に「ブランド

産地指定基準」を定めて、サツマイモを配

合した飼料をつかうなどの基準に沿った飼

養マニュアルの作成と普及を行っている。

このような努力が実を結び、1999 年 11 月

に鹿児島県が推進している「かごしまブラ

ンド」の指定も受けている（同協議会に所

属している 20 系列のうち、14 系列がかご

しまブランドのブランド産地指定を受けて

いる）。

　さらに、流通段階の品質保証の仕組みと

して、同年に導入されたのが販売指定店制

度である。指定店の条件として、証明書の

回収と一定数量の販売が義務付けられてい

る。販売量は、レストランで 1000㎏ 以上、

スーパーや精肉店で 2000 ㎏以上が指定店

としての条件となる。指定店には「かごし

ま黒豚販売指定店証」と、桜島をモチーフ

として屋久杉で作成された看板が交付され

る。

  数量の確認は、二分割された枝肉に 1 枚

添付される証明書の回収によっている。指

定店は証明書を毎月返却しなければならな

い。こうやって通常の仕入量を把握してお

けば、偽物を混ぜたりすると量が変に動く

のでそうはいかなくなる。

　この仕組みは、松阪牛が最近まで採用し

ていた仕組みによく似ており、鹿児島の黒

豚も、豚の松阪牛に近い地位を得るに至っ

ている。もっとも、これで完璧というわけ

ではない。例えば、松阪ではトレーサビリ

ティの導入を契機に、さらに精緻な仕組み

に進化している。
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図 1-6　鹿児島黒豚の品質保証 表 1-2　かごしま黒豚証明制度の基準（現行）

会員 黒豚生産者協議会会員であること

生産 県内で生産・肥育・出荷されたもの

肥育 肥育後期 60 日間、サツマイモを 10～

20%添加した飼料の給与。

概ね 230～270 日齢で出荷している事

出荷 生産系列等と出荷業者間で月、年間の

出荷計画が樹立されていること

品質 枝肉品質のチェック体制の整備

表示 かごしま黒豚証明書の添付

規模 生産系列：年間 1000 頭以上の出荷

流通 かごしま黒豚証明書を販売店・料理店

から 8 割以上回収できること

流通 消費者生産

流通を制限し、証明書とシールで保証

黒豚販売指定店証

黒豚証明書（ミニシールも同デザイン）

指定店の看板
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（４）松阪の取り組み

　松阪牛は日本を代表する食肉ブランドで

あり、その品質保証への取り組みも先進的

である。まず、事実上トレーサビリティに

近い仕組みをとって古くからとってきたこ

とが特筆される。

　松阪牛には、品質の保証等を目途とした

団体が３つある。昭和 24年に設立された松

阪肉牛共進会。これは毎年１回コンテスト

とせりを行うために組織されたものである。

昨年 11 月のせりでは１頭５千万円を超え

る史上最高値がついた。

　ここでは、コンテストへの出頭管理を目

途とし、昭和 40年代から 4桁番号での耳標

管理を行ってきた。また、鼻紋や血統、牛

の写真など、コンテストの資料として、ト

レーサビリティに匹敵する情報の収集整理

を行ってきている。

　また、生産者の団体としては、松阪肉牛

生産者の会が、流通の団体としては、松阪

肉牛協会がある。特に、流通の団体を組織

しているのが松阪牛の強みであり、偽装防

止等を通じて、松阪ブランドの確立に貢献

してきた。450 店舗が参加している。参加

した小売店には、けやき板の松阪肉牛協会

会員証と「松阪肉販売店指定」が渡される。

東京都内の小売店や料理店が半数を占める。

　少し前の基準では、A5もしくは B5の格

付けを取得して松阪牛と認められる枝肉は、

通常一頭が六分割されて協会の班が押され、

松阪肉牛証が渡されていた。しかし、この

ような仕組みにも問題がないわけではない。

A5もしくはB5の上物に限定したこともあ

って紛らわしい表示、例えば松阪和牛や松

阪産和牛が横行した。またスライスすると

わからなくなってしまうので、偽装も多か

ったと言われる（表 1-3）。

　そこで松阪では、トレーサビリティへの

取り組みを契機に、一段ときめ細かな管理

を導入している（図 1-7）。従前との違いは、

全頭のトレーサビリティ情報をネットで開

示すること以外には次の二つに集約できる。

　一つは、松阪牛の地域を限定した上で、

全ての格付けの雌和牛3を松阪牛とし、格付

けや子牛、肥育情報をあわせて表示するよ

うにしたこと。もう一つは、スライスやパ

ックに対応するために、従前一頭につき最

大 6 枚発行していた証明書を、シール形式

にして最大約 1200枚（1パック 200g程度

なので）発行するシステムに変えたことで

ある（1 枚 50 円、P14 に写真）。シールに

は個体識別番号や農家名も表示されており、

インターネットで情報の信憑性を確認する

こともできる。

　子牛、肥育情報の開示は格付けとは別の

特産ブランドを確立することにより行う戦

略である。伝統的な但馬を主産地とする子

牛を、松阪地域で九百日以上肥育したもの

                                                  
3 雄（去勢）より雌の方が肉質が良く高級



13

だけに特産の表示が許される。

　現在、松阪牛の素牛は、宮崎産が三割強、

鹿児島産が二割弱と、南九州で過半を占め

ているといわれるが、そのような牛との差

別化を図ることを狙ったものである。

　和牛の元祖である、但馬系の牛は肉質が

よく、島根系の牛は形、体格に優れる。南

九州の和牛は両者を掛け合わせたもので、

但馬系よりも体格に優れ、肥育期間が短く

て済むために、松阪地域でも導入が進んで

きたものである。現在の格付けは見た目が

中心であり、両者の違いを見分けるのは困

難であるが、今後、希少性や伝統など、差

別化が、ストーリー性をも巻き込み進展す

るであろうことを考慮すれば、妥当な戦略

と思われる。

  松阪牛の新しいトレーサビリティシステ

ムは 14年 8月から稼働しているが、構築の

過程で、松阪肉牛協会の会員の偽装が次々

と明らかになり、3 社が除名処分をうける

に至った。偽装排除の効果等から需給が逼

迫した松阪牛は、新システム以降、BSEの

発生前に比べ、ほぼ倍の価格で取引される

など、極めて好調である（図 1-8、1-9）。

図 1-7　松阪牛の品質保証

表 1-3　牛肉枝肉取引規格

歩留まり

A B B C B C

5

4

3

2

肉質

1

種類 和牛 乳牛 輸入牛

（出展）食肉製品の知識

流通 消費者生産

従前　流通を制限し証明書で保証

流通 消費者生産

最近　さらに制限した生産流通とシー
ルやトレーサビリティシステムで保証

生産流通履歴調査可能
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図1-8　松阪牛価格推移

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

1
2
/
9

1
2
/
1
1

1
3
/
1

1
3
/
3

1
3
/
5

1
3
/
7

1
3
/
9

1
3
/
1
1

1
4
/
1

1
4
/
3

1
4
/
5

1
4
/
7

1
4
/
9

1
4
/
1
1

1
5
/
1

BSE発生

ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ・ｱﾅｳﾝｽ

(kg/円、東京出荷分、ＡＢ５)

図1-9　東京市場売買実績
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（14年12月、高値、安値、日別、A-5、B-5）

（備考）松阪市資料より作成

（備考）農水省資料より作成

松阪牛のシール（新システム）
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参考　松阪牛個体識別管理システム

○ システム稼動日　平成 14年 8月 19日：登録頭数：92戸　約 1800頭（平成 14年内出荷見

込分、全体では 110戸、肥育頭数 7000頭）、個体識別番号：家畜個体識別システムにより

装着された１０桁の耳標番号を活用する。

○ 松阪牛肥育エリア（２２市町村）：松阪市、津市、久居市、伊勢市、一志町、白山町、嬉野町、

香良洲町、三雲町、飯南町、飯高町、明和町、多気町、大台町、大宮町、度会町、小俣町、

玉城町、美杉村、勢和村、宮川村、御薗村

○ 松阪牛の定義：種類等 黒毛和種、未経産雌

○ 産地表示について：シールは「松阪牛」、証明書は「松阪牛証明書」とする。エリア内での肥

育期間が長い場合　→肥育期間の条件満足し、証明書発行。他の産地での肥育期間が長

い場合　→産地証明書発行不可。

○ 「特産」の松阪牛の扱いについて：兵庫県産の子牛登記証がある牛・・システム対象エリア

内において、９００日肥育されたものについて、「特産」として肉の品質格付けを行わずに「特

産」のゴールドシールを発行する。

○ データ収集作業（牛舎にて）：10桁耳標、鼻紋照合（子牛登記証に 10桁耳標番号電算打ち

の無い場合）、牛面容写真、農家写真、子牛登記証、導入日確認書類、餌確認等を行う、登

録手数料:3,500円／頭（税別）

○ 出荷・DNA検体採取・と畜・肉の品質格付け：一元管理のために出荷の際に松阪食肉公社

にて、荷報告・生体確認・DNA検体採取を行う。DNA検査：松阪食肉公社にて DNA検体

採取する。都道府県等の行う立ち入り調査に協力。

○ と畜・肉の品質格付け：と畜場所・・松阪食肉公社と東京都中央卸売市場食肉市場に限る

品質格付けの方法・・日本食肉格付協会にて行う。

○ 松阪牛シールの発行概要：発行最低枚数 100 枚。発行上限枚数 1200 枚。シール単価は

50円／枚（税別）。購買は任意

○ 松阪牛証明書の発行概要：発行上限 6枚（2000円／枚（税別）、但し、100枚以上のシール

購入を条件とする）

○ と畜後の牛のデータをネット上に公開：牛個体情報、農家情報、と畜出荷情報

○ 平成 14年松阪牛偽称・・松阪肉牛協会除名処分：昭和路（3月）、日東ベスト（6月）、セント

ラルフーズ（8月）
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（５）トレーサビリティ

（概要）

　「トレ－サビリティ」は英語のトレース

（trace:足跡を追う）とアビリティ（ability:

できること）を合わせた言葉で、生産流通

履歴を追跡できる仕組みのことである。

BSEを契機に牛肉からこのシステムが導入

されることとなった。

　牛肉の生産情報の管理等を義務づける法

律の制定と JAS 規格制度の創設等4によっ

てトレーサビリティの導入・普及が図られ

る見込みである。普及が進めば、食品の生

産、加工、流通などのそれぞれの段階で原

材料の仕入れ先や食品の製造元、販売先な

どの記録を取り、保管することによって、

食品のたどってきたルートと情報の追跡・

遡及ができる。

　その結果、問題が起きたときに原因を明

らかにし、問題のある食品の追跡・回収が

すみやかにできる。また、消費者に食品が

届くまでの情報を入手できるようになるこ

とで、消費者の信頼や安心の確保にもつな

がる。さらに、産地や生産者・事業者の責

任が明らかにされ、これら関係者の意識の

改革にもつながると期待されている。

　牛肉については、現在、国内のほぼすべ

ての牛（約 450万頭）に番号を印字した耳

標が着けられ、産地からと畜場まで追跡で

                                                  
4 特定 JASの拡大とみられる

きるようになった。このデータは、福島県

白河近郊の家畜個体識別制度管理センター

に集められ、牛 1 頭ごとの品種、飼養地、

と畜場名、と畜年月日など個体識別情報が

一元管理される体制ができている。平成 15

年にはこの番号を小売店まで伝え、表示す

ることなどを義務づける法律が制定される

見込みである。

　また、農水省は、米や野菜など牛肉以外

のものについても、食品の種類毎にその食

品特性や流通の実態に合った情報の記録・

保管・伝達の方法の開発や ITを活用したモ

デル的な取組を支援しようとしているし、

任意の制度として、農畜水産物の生産方法

など食品の生産過程に関する情報を正確に

伝えていることを第三者に認証してもらう

JAS 規格制度を創設し、その対象となる食

品を増やす方針である。

（背景）

　トレーサビリティシステムが注目を集め

るようになった背景には、BSEの発生や、

食品の安全性に関わる出来事が相次ぎ、消

費者の食品の安全性や品質表示に対する関

心が増大していることや、消費者の食品に

対する信頼が揺らぐ中、生産・流通の履歴

等がはっきりとした、より確かな安心でき

る食品を購入したいという消費者ニーズへ

の対応が求められていることがある。

　また、食品事業者サイドにとっても、食

品の原材料調達のグローバル化や供給プロ
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セスの複雑化が進む中で、食品事故等が発

生する可能性が高まってきたことから、リ

スク管理対策を強化するため、このシステ

ムを導入するニーズが生じている。

（南九州の取り組み）

　鹿児島では、松阪とおなじように、古く

から（10 年ほど前から）、番号をふった耳

標を全ての和牛に取り付け、戸籍をデータ

ベース化してきた。和牛の戸籍は、和牛の

血統を守り管理するためのもので、社団法

人全国和牛登録協会が取りまとめを行って

いる。鹿児島は全国一の子牛の産地であり、

情報量が多いことなどから耳標番号による

データベース化を進めてきたものである。

今般国の方針に従い、10桁番号の耳標に転

換することになったが、移行期にはやむを

得ず旧来の耳標と両方をつけているケース

もあった。

　県内では最大の業者となる鹿児島経済連

は、牛の戸籍に加え系統の肥育農家の情報

である飼料や牛舎の写真をデータベースに

加え、昨年の 11月からインターネットで開

示を始めた。経済連は県全体の 4分の 1に

相当する年間 24千頭を出荷している。試験

サービスの段階だが、これだけ細かなデー

タ開示は国内初である5。

　鹿児島県では青果と茶についても、来年

度から業界が自主的にトレーサビリティに

                                                  
5 対応店舗は Aコープ伊敷店、他の系列店も順次予定

取り組む予定である。

　宮崎では、当面は上ものである宮崎牛に

限り、詳細な情報の提供を行う方針である

が、それ以外は国の基準に準拠する方針で

ある。

トレーサビリティのための記録

（日本オーガニック検査員協会資料）

a.作業内容を播種の段階からきちんと書く

使用資材内容、使用資材投入量、出荷日、作業

者、使用機械等

b.購入資材伝票の管理

伝票やレシートを貼っておく

c.圃場情報の管理

畑ごとに、何を、いつ、どこに、どのように使った

か、ゴルフ場や産業廃棄物処理施設からどれだ

け離れているか

d.出荷記録の整理

・いつ（何時に）、収穫・調整の方法、保冷の方

法、出荷の方法

e.出荷品への表示

減農薬と書くのを忘れる場合が多い

ロット番号を書く

 トレーサビリティには、各段階の記録が大

切であるが、実際には大きな手間であるこ

とも事実である。しかし、バーコードの代

わりに IC チップをつかうなど情報化が進

めば、このような記録はかなりの程度自動

化が可能でもある。
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　例えば、肥料やそれを散布する機械にチ

ップが添付されており、散布の際には自動

的に記録される仕組は技術的には困難では

ない。このような機器やシステムをトレー

サビリティのインフラとして捉え、政府が

整備したり助成の対象に含めたりすべきだ

ろう。食品のトレーサビリティは、「モノ」

の情報化の嚆矢であり、投資の波及効果は

大きい。

　現状は、消費者が食材の内容を知ろうと

しても、生産者が伝えようとしても難しい。

トレーサビリティのように生産者サイドの

情報提供が強化されても、小さな食品ラベ

ルではそれを表示することはできない。

　従って、産直や黒豚、松阪牛、あるいは

地産地消のように、クローズドな仕組みを

作り、範囲を限ることによって、信用力を

高めたり、ブランド化をはかることは、依

然として一定の意味を持つ。

　但し、これらの信用力は、顔がみえるこ

とによって、不正を働いたら村八分にする

ことによって成り立っている側面がある。

市場ではなく、身内の取引にすることで、

情報の非対称性をなくそうとするものであ

り、全体のごく一部をカバーするものに過

ぎない。また、ばれない限り問題ないので

偽装の防止にも限界がある。

　伝えることのできる情報量にも限りがあ

る。松阪や鹿児島黒豚といったブランドで

さえ、ある一定の品質情報を保証している

だけである。一般の食材は、ニンジンなら

いくらといった価格情報、ブランド食材は

一定の品質情報といった違いはあるが、情

報量という意味では一般に売られている食

材と大差がない。本来、食材は一品一品違

うほどの多様性がある。しかし、現在のマ

ーケットでは、多様な情報を処理しきれな

いので、価格や一定の品質に抽象化（モジ

ュール化）された取引が行われているので

ある。

　では、どうしたら生産者の情報を、多様

な食材の情報を、消費者に届けることがで

きるだろうか。考えられる唯一の期待は、

食品ラベルやバーコード6の代わりに、ICチ

ップを使うことである。

　例えば、チップではないが、青果物 EDI

協議会は出荷時ごとに付けた ID番号を、各

流通段階で伝票代わりに IC カードを使っ

て受け渡し、パソコン上でデータ管理する

試みを始めている。

　チップを利用すればさらに可能性が広が

る。半導体技術の進歩によって極小の非接

触型 IC がバーコードの代わりに利用され

る環境が整ってきた。チップのメモリーに

生産者の顔や、流通経路やトレーサビリテ

ィの情報を入れておいたり、情報を格納し

たサーバーのアドレスを入れておけば、携

帯電話でピッとやるだけで確認できる。疑

                                                  
6 ２次元バーコードも消費者にとって不便な点は変わりない
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わしければその場で電話もできる。生産者

と消費者が ITでダイレクトに繋がって、情

報の非対称性を解消できるのではないか、

というわけである。次の章では、食品（モ

ノ）の情報化の検討をしてみよう。

流通の情報開示

　トレーサビリティでは、流通段階の情報開示

が鍵を握る。しかし、流通が手をこまねいてい

ると、全農やイオンなどが指向しているような

川上から川下まで垂直統合するシステムが、

あらゆる食品に及ぶことになりかねない。する

と、大規模な垂直統合企業だけが生き残り、流

通専業は弾き出されてしまうこともありうる。

　そうならないためには、トレーサビリティに協

力したほうが有利との判断も合理性がある。透

明性を確保できれば、生産者は生産に、流通

は流通に、専念すれば問題なくなる。産直のよ

うなクローズドな仕組みから、トレーサビリティ

や IC を活用してオープンな仕組みを確立でき

れば、松阪牛といったブランドよりむしろ、一軒

一軒の農家の取り組みが問われるようになる

だろう。

A コープ伊敷店の対応端末

食品パックに貼られ開示される番号
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牛の耳標（番号がふってある）

BSE検査証牛の登記証

番号をパソコンに入力すると
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平成１５年２月７日　農林水産省生産局 　プレスリリース

牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法案について   

農林水産省生産局食肉鶏卵課

事務次官等会議　２月６日（木)　閣議　 ２月７日（金)

Ⅰ　趣　旨

　牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の発生等を踏まえ、ＢＳＥのまん延防止措置の的確な実施の基礎とする

とともに、牛肉の安全に対する信頼を確保するため、国が牛を個体識別番号により一元管理する

とともに、と畜以降の牛肉の流通・消費に至る各段階において牛肉に個体識別番号の表示等を

義務付けることによって、生産から流通・消費の各段階で個体識別情報が正確に伝達されるため

の制度を構築する。

Ⅱ　概　要

(1) 牛に関する情報の記録及び管理

　国が牛個体識別台帳を作成し、牛１頭ごとに出生、移動履歴等の情報を記録・管理するととも

に、当該台帳の正確な作成のため、牛の所有者等に対し、牛の出生、移動等に係る届出、耳標

の装着等を義務付けることとする。

(2) 牛肉への個体識別番号の表示等

　牛肉がどのような牛由来のものであるかを牛肉流通業者、消費者等が確認できるようにするた

め、と畜業者及び牛肉の販売業者等に対し、個体識別番号等の表示及び帳簿の保存等を義務

付けることとする。

Ⅲ　施行期日

　この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、牛肉への表示等の規定等は、公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日から施行する。

問合せ先：生産局畜産部食肉鶏卵課

担当：依田　電話：03-3502-8111（内線 3962）03-3501-3776（直通）
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「食の安全・安心のための政策大綱（中間とりまとめ）」　平成 15年 2月

トレーサビリティの導入・普及について

　トレーサビリティ（生産・流通過程の追跡）とは、食品の生産、加工、流通などのそれぞれの段

階で原材料の仕入れ先や食品の製造元、販売先などの記録を取り、保管することによって、食

品のたどってきたルートと情報の追跡・遡及ができることです。

　これが確立できれば、問題が起きたときに原因を明らかにし、問題のある食品の追跡・回収が

すみやかにできるようになります。また、消費者に食品が届くまでの情報を入手できるようになる

ことで、消費者の信頼や安心の確保にもつながります。さらに、産地や生産者・事業者の責任が

明らかにされ、これら関係者の意識の改革にもつながると期待されます。

　牛肉については、現在、国内のほぼすべての牛（約 450万頭）に番号を印字した耳標が着けら

れ、産地からと畜場まで追跡できるようになりました。平成 15 年にはこの番号を小売店まで伝

え、表示することなどを義務づける法律を制定します。

　また、米や野菜など牛肉以外のものについても、食品の種類毎にその食品特性や流通の実態

に合った情報の記録・保管・伝達の方法の開発や IT を活用したモデル的な取組を支援します。

さらに、任意の制度として、農畜水産物の生産方法など食品の生産過程に関する情報を正確に

伝えていることを第三者に認証してもらう JAS 規格制度を創設し、その対象となる食品を増やし

ていきます。

　さらに、米政策改革大綱のもと、米については、農産物検査法に基づく検査情報を活用し、バ

ーコードなどを利用して生産者名、産地、生産・流通の履歴などを容易に確認できる仕組みを統

一的に整備することによって、米のトレーサビリティを着実に進めます。
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第二章　食品（モノ）の情報化

（１）食品（モノ）の情報化

　ここでは先の検討を踏まえて、食品の情

報を消費者に ITを利用して伝える方法を、

ITの将来像との整合性を考えつつ分析する。

　食品が情報をもつようになるとどうなる

だろうか。バーコードの代わりに通信機能

をもった非接触型の IC が貼られると食品

が様々な情報を保持し、それを発信したり、

処理したりするようになる。

　例えば食品のトレーサビリティ保証が

ICを活用して行われる。スーパーの店頭で、

食品の生産者や、肥料や餌や流通経路が確

認できる。疑わしければ、その場で電話し

たり、インターネットでサーバーの情報と

照らし合わせたりすることができる。そし

て、食の安全をめぐる課題は解決に大きく

前進するだろう。

　さらに農業が一変するだろう。同じよう

にみえていた食品はそれぞれが固有の情報

をもつようになり、値段も千差万別になる

だろう。ニンジンでも価格がピンキリにな

り、美味いニンジンは、松阪牛や黒豚や幻

の焼酎と同様、高値で取引され、生産者は

腕が良ければ高収入を得るようになるだろ

う。つまりコストダウンから付加価値に利

益の源泉が移り、農地の大小はあまり意味

をもたなくなる。どのように手間をかける

かといった職人技が問われるようになる。

製造業が重工長大から軽薄短小に転じたの

と同じようなことが農業でもおこるだろう。

すると日本は土地が狭いから農業はダメだ

としてきた常識は覆され、優良産地は製造

業の勝ち組と同じ高付加価値産業に転じよ

う。

　しかし、影響はそれに留まらず、もっと

多方面に及ぶだろう。例えば冷蔵庫に何が

入っているかわかるので、料理のレシピを

冷蔵庫に内臓されたコンピュータに提案し

てもらったり、外出先から足りない食品を

確認することもできようになる。

　さらに、バーコードと同じように食品に

限らずあらゆる商品に ICチップがつけば、

買い物カートに商品をのせて、精算ゲート

を通るだけで、お金を引き落とすシステム

が可能となったり、買い物に行った時に日

常使っているもので足りない商品の前にく

ると、点滅したり、携帯電話がなったりし

て知らせてくれることができるようになる。

既に買っているのに、また買ってしまうよ

うな失敗はなくなる。

　また、整理整頓が不要になる。とりあえ

ずタンスや押入に放り込んでおいて、必要

な時にセンサーで探せば良くなる。ゴミに

も ICチップがついていれば、分別してすて

る必要もない。清掃工場やゴミ箱が自動的

に分別してくれる。商品管理では、万引き

防止はもちろん、棚から何度、客が商品を

手にとったかといったデータさえ追跡可能

になる。
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　というように、食品や商品の情報化は、

単に食の安全の確保に留まるものではなく、

かなり大がかりな「モノ」の情報化ともい

うべきものであって、恐らく先のパソコン

による「ヒト」の情報化に匹敵する影響を

経済社会に与えると思われる。そして、そ

れは「モノ」の情報化のなかでも、情報の

非対称性が著しく、ニーズが高い、「食の安

全」が契機となると考えてみることが許さ

れよう。

（２）「モノ」の情報化を支える技術

　「モノ」の情報化の要素技術は、大きく

２つある。一つが「モノ」の情報武装のツ

ールとなる非接触型の ICである。もう一つ

は、発信された情報を処理する多様な情報

機器－情報家電である。

　非接触型 ICの課題は価格である。普及の

ためには初期コストを負担する市場やヘビ

ーユーザーの存在が条件となる。ここで期

待されるのは、偽装が相次ぐなど食の安全

が厳しく問われている食品の分野である。

トレーサビリティなどの義務化も追い風で

ある。日本はカロリーベースの食料自給率

が 40％と先進国中最低の水準にあり、安全

管理やトレーサビリティが困難なことが、

かえって IC化への強い動機となる。

　情報家電の課題は対象分野の拡大である。

TV ゲームなど娯楽分野に限られている需

要を生活領域に拡大できれば、情報家電は

リーディングインダストリーとなりうる。

期待は、ここでも非接触 ICをつけた食品で

ある。イノベーションはネックにならない。

情報家電は産業アーキテクチャがパソコン

と異なっていることや、OSや CPUなどパ

ソコンでは米国に独占された要素技術を自

前で備えており、日本が有利である面が多

い。

　今までの情報化をリードしてきたのは米

国であった。しかし「モノ」の情報化では

日本が先頭ランナーになれる可能性も高い。

鍵を握るのは情報食品ともいうべき食品の

IC装備である。

　

ユビキタス

　「モノ」が情報化される社会は、あらゆるところ

にコンピュータがあって情報を処理する「どこで

もコンピュータ」の世界だ。これを、もともとラテン

語で「神はどこにでも遍在する」というユビキタス

という英語を使い、ユビキタス・コンピューティン

グと称することが多い。

　2005 年に登場するとみられる TV ゲーム機、

ソニーのプレイステーション 3 が、その象徴的な

商品となるのではないかと噂されている。プレス

店頭でチョット

作るときに確認

TVで解説をみることも
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テ 3 では、友人のゲーム機やサーバーや TV な

どネットワークで繋がった特定のチップの計算能

力までつかってゲームをすることになるらしい。

（非接触型 IC）

　非接触型 ICの最大の課題はコストだが、

それは、食の安全への期待を背景にした、

情報食品が突破口となると期待しうる。

　牛肉の食肉処理単位を平均 200g とする

と、食肉ベースで年間 100万トンの全消費

量に対し約 50億個のチップが必要となる。

現在のチップのコストは 50円程度であり、

全体では数千億円のコスト負担が発生する。

　この水準が妥当なものかどうかが、分か

れ目となる。高級なブランド牛は問題ない。

松阪牛のシールは一枚 50 円で発行されて

いる。安値の輸入牛肉はどうか。情報開示

がむしろ向かい風になりかねない領域であ

り、厳しいだろう。すると、差別化メリッ

トをうける和牛の消費量である 20万トン、

チップ個数 10億個、同総コスト 5百億円が

最初の目安となろう。

　このレベルで半導体の量産効果がでるだ

ろうか。チップの大きさを 0.4mm角として

試算すると、10億個のチップが必要するウ

エハーは、IBMが製造しているゲームキュ

ーブ向 CPUの初年度出荷（1000万個）の

4 割となる7。この規模なら、大工場を新設

                                                  
7 牛肉全てチップ化すると同 2倍となる

するほどではないが、ラインの稼働を満た

すには十分であり、相応の量産効果が期待

できる。ほどなく 10円を切り、ホルスタイ

ンや輸入牛や他の食品に応用されれば、さ

らなる量産効果で数円のレベルとなって、

バーコード8と同じように、あらゆる食品や

商品にも応用可能となるだろう。

　別な課題もある。規格である。仮に全て

の商品にチップをつけるとすると、世界的

な基準を決めておくことが望ましい。いま、

米国と日本でそれぞれ規格の検討が進みつ

つある。日本もチップの ID番号をつける権

利はもっている。しかし、番号がいくつも

つけられれば偽造が容易になってしまう面

もある。非接触型の ICは「モノ」の情報化

の重要な基盤である。これからの情報産業

の発展を左右する面をもっており、戦略的

な観点からの対応が望まれよう。

　非接触 IC チップは RF-ID（Radio

Frequency Identification）ともよばれる。

この「ヒト」版が、JR東日本の Suicaなど

非接触 ICカードである。ヒトの場合は持ち

歩くが、モノの場合は貼り付けるのである。

またヒトの場合は住民番号など依然抵抗が

大きいが、モノにはそのような抵抗がない

ところも相違点である。

　チップの構造は、ICチップとアンテナで

一つのユニットとなる。バーコードと違っ

                                                  
8 バーコードは 1枚が 0.1円～0.2円程度
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て読み取り機をかざす必要がなく、非接触

でデータの読み出しが可能であり、無線が

届く範囲にチップがあれば瞬時に読み取れ

る。

　極小の非接触チップには、例えば日立が

開発したミューチップがある。わずか

0.4mm角･厚さ 60ミクロンの非接触 ICチ

ップである。2.45GHzの高周波アナログ回

路と 128 ビットの ROM を 0.4mm 角のチ

ップサイズ中に集積した、世界最小クラス

の非接触 ICチップである。このサイズであ

れば、紙よりも薄く、紙の中に漉き込むこ

とができる。偽札防止で、ICを薄く小さく

すれば紙幣に漉き込むこともでき偽造防止

になるというアイデアが始まりという。

紙に漉きこむことができれば、異物混入な

ど食品衛生法のハードルを越えることもで

きよう。

（情報家電）

　非接触型 IC が発信する情報を処理する

のが携帯電話などの情報家電である。情報

家電の課題は適応分野の拡大である。娯楽

分野に近いゲーム機や携帯電話、デジタル

カメラ、カーナビなどには相応の需要があ

るが、さらに主婦が担っている生活領域に

まで広げることができれば、かつて三種の

神器と言われた、白黒テレビ、電気洗濯機、

電気冷蔵庫と同じように、情報家電はリー

ディングインダストリーとなりえる。

　ITの領域では、日本のイノベーション力

を心配する声が多い。しかし、小型の情報

機器・情報家電の分野では依然として世界

一の開発力を誇っている。TVゲームや携帯

電話、デジタルカメラ、カーナビなど多く

の分野で世界一である。なぜ、パソコンで

は米国に席巻されながら、情報家電では生

ミューチップ

（出所）日立製作所HP
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き残ったのか。それは、暗黙知やまとまり

のよさなど、パソコンでは不要だが日本企

業が得意な部分が差別化のポイントであっ

たことと、OSのような知的基盤技術で米国

企業などに独占を許さなかったことによる

ものである。この二点は、「モノ」の情報化

の時代においても、比較優位の源泉となろ

う。

　さらに食品などの「モノ」が情報化され

ると、中国などが有利になるとみられる白

物家電も高度な技術やノウハウを必要とす

る情報家電に脱皮し、日本企業の開発力が

活きるであろう。

　例えば東芝は、ネットワーク家電「フェ

ミニティシリーズ」を発売している。フェ

ミニティシリーズの冷蔵庫は、食品名や賞

味期限・量の目安といった食材の在庫デー

タを管理することができる。また、サーバ

側にはレシピのデータベースと検索エンジ

ンを用意。管理している冷蔵庫内の食材デ

ータと、ホーム端末で選択した献立レシピ

とをチェックして、買い足さなくてはいけ

ない食材を、ホーム端末にリストアップし

てくれる。この買い物リストは、携帯電話

にも送信してもらえるため、わざわざメモ

をとる必要もない。また、携帯電話で冷蔵

庫の在庫データを見ることもできる。

　今のところは、いちいち食材を入力する

必要があるが非接触型 IC が食品パックに

貼られれば自動化されるだろう。また、日

立や松下など、同業他社も同じような製品

開発を進めており、情報家電によるビジネ

スチャンスを虎視眈々と狙っている。

ITRON

　情報家電の世界で一番多く利用されているOS

が東京大学の坂村教授が開発したトロン

（ITRON：組み込み用途の新規採用 OS のシェ

ア 53%を占める）である。　ITRON は、携帯電

話（ほぼ全社）や車のエンジン（トヨタの全車）、ビ

デオ（ソニーの全機種）などに使われている。そ

れぞれの ITRONはチップなどが異なり ITRON

同士であっても、同じソフトが完全に互換性をも

っているわけではない。このため、T-engine とい

うやや強い標準を新しく規格に加えた。これから

の ITRONの多くは、T-engine規格に準拠する

とみられる。ソフトウエアの再利用が可能となる

ことにより生産性が相当程度上昇することが期

待されている。
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流通 消費者生産

インテグラル

流通 消費者生産 モジュール

流通 消費者生産 モジュール

ＩＣ化後

全食品

ブランド

食品

その他

食品

規格化（品質）

規格化（価格）

多様化

（品質・価格）

図 2-1　アーキテクチャのパターン

図 2-2　食品のアーキテクチャ

（出所）藤本隆宏「製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関するノート」2001
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（３）「モノ」の情報化のアーキテクチャ

　産業の競争力をはかるうえで最近注目を

浴びているのがアーキテクチャの視点であ

る。アーキテクチャとは、東京大学の藤本

隆宏教授によれば、製品の構成部品（モジ

ュール）への分割、機能の配分、部品間の

インターフェースに関する基本的な設計構

想のことで、大きく分けて、「擦り合わせ

（インテグラル）型」、すなわち部品設計を

相互調整し、製品ごとに最適設計しないと

製品全体の性能が出ないタイプと、「組み

合わせ（モジュラー）型」、すなわち部品・

モジュールのインターフェースが標準化し

ていて、既存部品を寄せ集めれば多様な製

品が出来るタイプとがある。そして、歴史

的に長期雇用・長期取引のシステムを形成

してきた戦後日本企業は、概してインテグ

レーションに優れ、移民を即戦力とするこ

とを国是としてきた米国の諸企業は、モジ

ュラー型に優れるとされる。産業では、パ

ソコンがモジュラー・アーキテクチャで、

自動車がインテグラル・アーキテクチャの

代表とされることが多い。「モノ」の情報化

が進む場合、対応する産業のアーキテクチ

ャはどのようなものになるのだろうか。

　アーキテクチャの今後の展望について、

経済産業研究所の池田信夫は、國領二郎の

著作9への書評で次のように述べているが、

                                                  
9 國領二郎『オープン・アーキテクチャ戦略』ダイヤモンド社
1999

恐らくこれが正しいのではないか。「パソ

コンとインターネットの時代は、間もなく

終わろうとしている。CPUは携帯端末やデ

ジタル TV の中に入り、IP（インターネッ

ト・プロトコル）はこうした情報家電を結

ぶネットワークに組み込まれ、生活のあら

ゆる所に遍在するようになるだろう。この

世界では、携帯電話に見られるように、日

本がふたたび世界の先頭に立つ可能性は強

い。しかし情報家電の内部構造は、「ｉモー

ド」に見られるように、インターネットな

どのオープン・スタンダードにもとづいて

いなければ成功しない。このような転換を

はかれば、日本企業の前途は必ずしも悲観

するには当たらない。」

　「モノ」の情報化のアーキテクチャはこ

の流れのなかにある。すなわち、基本的な

オープン（モジュール）構造と、専門的イ

ンテグラルアーキテクチャのミックスであ

る。ゲーム産業のイメージが近いかも知れ

ない。全体の基本的なインターフェースは

規格化する。モジュール化する。しかしパ

ソコンのように随所でモジュール化される

わけではない。個別の機器やソフトはイン

テグラル。藤本隆宏東大教授のいうところ

の外モジュール、中インテグラルが基本的

なパターンといえそうである（図 2-1）。そ

して、モジュール・オープン構造の基本と

なるのが、非接触型 ICの規格であるとみら

れる。
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　食品もアーキテクチャの視点から考えて

みよう。食品という商品は、本来は、単一

の食材でも、気候や手の加え方など、様々

な要素の調整の結果出来上がったインテグ

ラルなものである。しかし、その多様な顔

のうち、一つの側面だけを取り出して、消

費者に届けていたのが今までの食品であっ

た。

　ニンジンやピーマンなど、見た目が同じ

なら、味覚や安全性などは無視して、同じ

商品として、同じ値段をつけてきた。規格

化、モジュール化して、インターフェース

を単純化することによって、大量生産効果

を追求してきた。結果、大規模農地で低コ

ストが主流となった。

　情報を絞り込み、インターフェースの単

純化を狙うという意味ではブランド化や、

安心、安全を謳った産直も同じようなもの

である。単純な価格情報が単純な品質情報

に転じただけであり、食材が本来有してい

る多様な情報は省略されている。

　すなわち、食品は本来インテグラルなも

のなのにモジュラーアーキテクチャのなか

で取引されてきた。それが、食と安全をめ

ぐる問題の根底にあると、アーキテクチャ

の観点からは捉えることができる（図 2-2）。

　また、一般にユーザーニーズが高度化し

感性的な部分が問われるようになると、モ

ジュラーアーキテクチャからインテグラル

アーキテクチャに移行する。食の安全に対

する関心の高まりは、ユーザーニーズの多

様化や高度化の一種とも、食品が日本市場

ではその段階に達したとも考えることがで

きる。

　「モノ（食品）」が情報化すれば、物理的

なインターフェースはインターネットのプ

ロトコル（IP）のように規格化されるかも

知れないが、生産者と消費者の情報流は極

めて多様なものとなり、食品が本来有する

インテグラルな側面を伝えることが可能と

なるだろう。

　すると、今までの情報化はコンピュータ

で処理できる形式知が中心であったが、

「モノ」の情報化は、ストーリーなど「モ

ノ」を作る際の暗黙知を伝えることが主体

となるかも知れない。

（４）「モノ」の情報化の歴史的視点

　IT革命．．．少し懐かしく、今となっては

やや恥ずかしいこの言葉が日本中を席巻し

たのは、ほんの数年前のことである。論者

によって微妙にニュアンスは異なるが概ね

共通していたのは、産業革命に匹敵すると

いう歴史的な視点と、その証拠に 90年代後

半の米国経済をみていたことで、不況なし

の成長や、生産性の向上、ベンチャーによ

るイノベーションなどがもてはやされた。

　しかし、モノに対する需要が限定的でパ

ソコン程度であり、生産性の向上やイノベ

ーションも同セクターに限定されていたこ

とから、IT革命が過去の大技術革新ほどの
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経済効果・生産性効果をもたないであろう

ことは、一部の識者は予見していた10。

　また、パソコンは規格化が徹底していて

各種調整が不要なため、モジュール毎のベ

ンチャー等による素早い事業展開がなされ

るなど、ITの効用にみえたのは、産業アー

キテクチャの属性であった可能性も高い。

　要するに、IT革命にみえたものはパソコ

ンブームであったと、大型コンピュータの

普及に続く、情報化ブームであったと総括

することもできよう。ところで、「モノ」の

情報化とは、パソコンによる「ヒト」の情

報化に続くブームと成り得るのではないだ

ろうか。

　軍事や科学、大企業など、大規模な情報

処理からスタートしたコンピュータは、パ

ソコンの時代に、個人の情報処理まで対象

とするようになった。背景にあるのは半導

体技術の進歩による小型化である。すると

次の段階はヒトより小さな「モノ」が対象

となると考えることができる。

　すなわち、大型コンピュータによる大企

業の情報化（～８０年代）、パソコンによる

個人の情報化（～９０年代）、を経て、個別

チップによる「モノ」の情報化（２１世紀）

の時代を迎えつつあると捉えることができ

よう。次章では、「モノ」の情報化の経済的

                                                  
10森谷正規（2001）「IT革命の虚妄」文藝春秋社、松本
和幸（2001）「経済の情報化と ITの経済効果」日本政策
投資銀行など

な理論や効果を検討する。
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第三章　「モノ」の情報化の経済効果

（１）「モノ」の情報化の経済理論

　食品や「モノ」の情報化がもたらす経済

効果はどのようなものであろうか。パソコ

ンによる情報化では、事務処理の効率化や、

電子メールによる意思疎通の円滑化などの

効果が観察された。「モノ」の情報化の経済

効果を考える際、重要な視点は、情報の非

対称性の解消であると思われる。

（成り立たなくなるレモン命題）

　2001年のノーベル経済学賞は「非対称情

報の下での市場」に関する研究への貢献に

よって、バークレー大のアカロフ教授、ス

タンフォード大のスペンス教授、コロンビ

ア大のスティグリッツ教授に与えられた。

この分野における論文はアカロフ教授の

「レモン（不良中古車）市場（1970）」が最

初で、次のようなものである。

　一般に、中古車の売手は自分の保有車の

品質についてよく知っているのに対して、

買手は一見しただけでは中古車の品質を区

別できない。買手が品質判断できない以上、

中古車の価格は市場に出回る商品の平均品

質を反映して決まるので、平均品質より高

い品質の中古車の売手は市場から退出する

だろう。するとますます平均品質が低下す

るとともに市場価格は下落していくので、

品質が高い順に売手は中古車市場から退出

していくことになる（図 3-1）。

　さて、買手が中古車の品質を判断できれ

ば、この命題は崩れる。もし、各部品ごと

にセンサーやメモリーが装着されていて、

経年情報や劣化情報を蓄積していたらどう

だろう。また、各情報を総合的に判断する

情報処理がネット経由で簡単にできたらど

うだろうか。売手と買手の情報の非対称性

は大きく減じ、アカロフの命題は成り立た

なくなってしまう。「モノ」の情報化はこの

ような可能性を秘めている。

図 3-1　レモン（中古車）市場

（情報の非対称性への対応）

　情報の非対称性に対する不利益を回避す

る方法としては、評判とその伝達のための

シグナリングが知られている。理論的にも、

経験的にも、良い評判や名声を博したブラ

ンドや企業は、高い価格設定が可能である。

幻の焼酎が代表例である。また、評判が未

確立な場合には、シグナリングにより品質

を買手に信用させることになる。県のブラ

ンド認定やJAS規格などがそれに該当する。

　しかし、評判やシグナリングも偽装のよ
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うなフリーライドに対抗する術はない。最

近、食品の偽装が相次いで発覚した背景に

は、JAS 法が改正され原産地表示が義務づ

けられたことで、老舗ブランドの価値が一

層向上したり、今までブランド化していな

かった食品がブランド化したりして、偽装

をする誘因が増えたことがあげられる。

　食品に書き換え不可能な ID をふったチ

ップをつけ、産地や流通情報を蓄積したサ

ーバーと対応させるようにすれば、偽装を

することは大変に困難になる。「モノ」の情

報化は、偽装の防止や、見かけ以外の情報

を消費者に与えることによって、情報の非

対称性の解消に寄与する。すると農業は、

はじめてゆがみの少ない市場経済の世界に

入ることになる。

　日本人の洗練された嗜好と技巧が生み出

す改良品が、工業製品だけでなく、食品の

分野においても、比較優位を発揮するとす

る見方は少なくなく、残されたフロンティ

アとして 21 世紀の成長産業とみる向きも

ある。工業製品は、品質にうるさい消費者

との二人三脚によって今日の地位を得た。

なぜ、食品ではそうならなかったのか。工

業製品は同じものを大量に造ることが基本

だが、食品は同じものが二つとない。すな

わち、食品では情報量が多すぎて、生産者

と消費者に、情報の非対称性が発生しやす

かったことが大きな要因である。従って、

それが解消されれば、食品は工業製品と同

じプロセスを経て比較優位を獲得しうるだ

ろう。「モノ」の情報化によって、このネッ

クが解消すれば、食品がリーディングイン

ダストリーに脱皮する可能性は大きい。

　特に南九州は大きな恩恵をうける。焼酎

や黒豚、黒牛やうなぎなど、全国有数の生

産量を誇ってきたが、輸入品を鹿児島産と

偽ったりされて損をしてきた。良い物はあ

るが宣伝が下手とも言われる。しかし、勝

手に「モノ」が情報を消費者に伝えるよう

になると、宣伝下手でも良い物をつくれば

評価されるようになる。正当な評価が得ら

れれば、一大産地である南九州が農業によ

って高度成長を果たすことも十分に考えら

れよう。

（社会の効率化－持続的発展）

　情報の非対称性を大きく減ずる「モノ」

の情報化は、市場の失敗の少ない、より適

切な資源配分をもたらすことが期待できる。

例えば、食の安全や環境問題11など、今まで

手が回らなかった部分、目をつむっていた

部分に対応できるようになることが期待で

きる。

　伝統と生産性の両立というのであろうか、

現代の豊かさを、出来るだけ環境や体に優

しい伝統的な形で実現していく、このよう

な効率化が「モノ」の情報化のイメージで

ある。別な言い方をすれば、社会を効率化

                                                  
11 産廃不法投棄やリサイクル、自動分別など
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することによって、持続的発展を可能とす

る、これが「モノ」の情報化である。

　今まで情報化は新しい産業革命で、新し

い需要を創造すると捉えるむきが多かった。

例えばソフトウエアやコンテンツが従来の

工業製品に対する需要をはるかにこえて、

生活を豊かにするといった認識があった。

しかし今のところ、ITが新たに生んだコン

テンツは、コンピュータゲームに限られる。

ソフトウエアもワープロや表計算を超える

ものは出てきていない。

　一方、情報化が需要を創造するというよ

りもむしろ効率化であることは、周囲を見

回せば自明のように思える。「モノ」の情報

化は、情報化が従来の産業の補完であるこ

とを改めて示すだろう。しかも、情報化さ

れる「モノ」は工業製品に限らず、農水産

物を含む。結果として生ずるのは、大規模

な情報の非対照性の是正であり、資源の最

適化であり、効率化である。広範に需要を

喚起する産業革命というよりは、持続的発

展、サステナブルディベロップメントに寄

与するものと捉えることができる。

　効率化はデフレ的なイメージがある。し

かし、「モノ」の情報化は、例えば安全な食

品など、今までは差別化が困難であった分

野、悪貨が横行していた分野に、良貨が登

場することによる需要拡大効果、需要サイ

ドへの刺激が期待できる。そして、今まで

は市場が関知していなかった、環境や食の

安全への配慮といった領域の効率化に対し

ても「モノ」の情報化が活用される。これ

は、今まで気付かなかった公害が表面化し

て、代替材への需要や、防止装置への需要

がでて、経済が活性化する一方、従前に比

べると、全体として効率化しているといっ

たようなものである。

（２）「モノ」の情報化の経済効果

　食の安全への関心や原産地表示の義務づ

けは、各地で特産品のブランド化が進むき

っかけとなった。松阪牛、鹿児島黒豚、関

サバ、魚沼産コシヒカリ．．．。もし、あらゆ

る食品の差別化情報が消費者に十分に伝わ

ればあらゆる食材が多かれ少なかれ一種の

ブランド化現象が生じ、価格的に差別化さ

れるだろう。

　そのような情報食品の経済効果はどれだ

けのものになるか。情報の非対称性の影響

はどれだけのものか。その手がかりは最近

の牛肉価格である。

　BSE発生から急落した牛肉の価格は、ト

レーサビリティに代表される対策が発表さ

れてから上昇に転じ、発生後１年で漸くも

のに戻った。この間の損害額は鹿児島県で

155億円に、宮崎県では 139億円にのぼる。

これは、BSEがなかりせば手にしていた遺

失利益であり、トレーサビリティに代表さ

れる BSE 対策のアナウンス効果はその回

復分とみることもできる（14年 2月以降の

回復金額相当：鹿児島 78億円、宮崎 73億
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円、図 3-2、図 3-3）。

　BSEによる牛肉価格の暴落は、どの肉が

安全で、どの肉が危険なのか、消費者には

見分けがつかないために生じたものである。

もっとも、BSEの発生が乳牛であったため、

乳牛を食肉として処分した場合にランクさ

れる下級牛肉ほど価格の暴落が大きく、高

級和牛を主力とする鹿児島や宮崎は、相対

的には軽度であったが、それでも大きな損

害を被った。

　すなわち、生産者と消費者の情報の非対

称性が損害額を広範に深くしてしまった事

例といえる。その証左に、トレーサビリテ

ィの義務づけがアナウンスされると価格は

回復にむかった。

　牛肉の価格が示す、より顕著な経済効果

を松阪牛にみてみよう。松阪牛は昨年八月

からトレーサビリティシステムの導入によ

って偽装の防止や、より正確な情報の伝達

などの効果をあげている。従って、BSEが

出る前の価格と同システム導入前後の価格

の変化を観察することによって、トレーサ

ビリティシステムの実際の効果をみること

ができる。

　松阪牛の価格は BSE 前の倍の価格に高

騰している（第一章の P14：図 1-8参照）。

但しこれは、確立されたブランドの先行事

例であって、全国が同じように展開するわ

けではなかろう。今のところブランド（原

産地）プレミアムとトレーサビリティの先

行プレミアム、両者のメリットがかかって

いるとも考えることができる。

　牛肉が情報化され、生産者と消費者に情

報のレベル差がなくなったら、情報の非対

称性が解消されたらどうなるだろうか。

　識者の間で指摘されているのは、和牛に

はもはや産地間の格差は少ないということ

である。但馬や島根に代表される土着牛は

図3-2　鹿児島牛の回復
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図3-3　宮崎牛の回復
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各地で交配が進み、みな親戚のような状態

だ。また、肥育方法の地域差も少なくなっ

てきている。餌も中心は農協や商社の供給

するペレット状になった配合飼料だ。屋内

肥育が主体で気候風土が与える影響も少な

い。広大な国土で放牧が主体の国とは異な

る。

　しかし、和牛とその他の牛の違いは明瞭

だ。和牛の種（精液等）は政府によって厳

重に管理され国外に持ち出すことは許され

ていない。国産牛の多くはホルスタイン種

である。F-1、交雑種と呼ばれる和牛とホル

スタインの一代混血種も国産牛と分類され

る。国産牛は濃厚飼料を与えたり長期間の

肥育をすることによって、和牛へ近づける

ことを目標に肥育されてきた。結果、下位

の和牛肉と上位のホルスタイン種の品質差

は少ない。そして、表示が曖昧であったこ

ともあり、両者の価格差は品質同様に少な

かった（図 3-4）。

　これからはどうだろうか。平均的には和

牛と国産牛の品質の差は顕著である。一方、

国産牛と輸入牛の品質差は少ないが、フル

にトレーサビリティの対象となるのは国産

牛である。情報開示が進めば、和牛は高騰

し、国産牛も輸入牛より高値となろう。南

九州は全国一の和牛の産地として、情報開

示のメリットを受けることとなる。

　既にその兆しがある。図 3-5 に、最近の

下級牛肉価格の推移を示した。BSE発生前

は、和牛の 2等級より、交雑種の 3等級の

価格が高かったが、発生後逆転している。

また同じ等級では和牛と交雑牛の格差が拡

大している。このように、和牛と比較対象

がはっきりしているものには、既に和牛プ

レミアムというべきものが観察される。そ

の規模を BSE 発生前の６ヶ月間（13/3-8）

と、最近の６ヶ月間（14/7-12）の平均価格

で推し量ると、13.6%に達している。

　また、子牛の価格が上昇しつつある（2-

3割高）。単価が急騰した松阪牛の素牛の過

半は南九州であり、そこからの引き合いが

増えていることと、ホルスタインや交雑種

の先行きに危機感を持った北海道からの需

要増のためだという。

　トレーサビリティが全ての食品に及べば、

同じような影響が多方面に及ぶことになる。

その効果は２つに分けて理解することがで

きよう。デフレ解消効果と、和牛のような

図3-4 全国牛肉格付実績（2000、ﾗ
ﾝｸ5が最良）
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原産地や品種によるプレミアム効果である。

　農産物の価格をみると、特に 90年代の後

半に下落が顕著である（図 3-8、3-9）。これ

は中国等から安値のものが流入した影響で

あり12、トレーサビリティが浸透すれば、回

復することが期待しうる。残留農薬のイメ

ージが強い中国産を扱うことに危機感をも

った東京のスーパーは南九州の野菜の取り

扱い量を増やしつつあり、ピーマンなど一

部で価格が高騰している。農産物は、ユー

ザーの意識変化によりいち早くデフレから

脱却しつつあるようだ。

　さらに、松阪牛に顕著にみられる原産地

プレミアムや、和牛全般に観察される品種

プレミアム効果がでてこよう。これもブラ

ンド食材が多岐にわたっているように、あ

らゆるものに波及する可能性がある。

　現時点において、この影響がどれだけな

ものになるか、定量的に把握するのは極め

て困難ではあるが、一応の試算を試みた。

試算の前提は別掲の通りであるが、食品ラ

ベルの IC化など、食の情報化が進み、トレ

ーサビリティが貫徹すれば、南九州各県の

農業は、デフレ解消と、和牛プレミアムに

よる価格上昇を通じて、GDPベースで 5～

6%程度膨らみ、両県の成長率を 0.2%程度

押し上げることが期待できよう。

                                                  
12 輸入野菜は近年 10年間で 1.6倍増。国内に出回って
いる野菜の 17%が輸入もの。その内半分が、ここ 2～3
年で急増している中国産である。（瀧井宏臣 2002「食卓
に毒菜がやってきた」コモンズ）

　なお、例えば鹿児島県の付加価値（GDP）

の増額分は 130億円に及ぶと推定されるが、

これは同県焼酎産業における粗付加価値の

およそ 2分の 1に相当する。同県焼酎の約

半分は芋焼酎であるから、要するに芋焼酎

産業がもう一つできるほどの経済効果があ

ると考えることも可能である（表 3-1）。

トレーサビリティ効果の推計

「デフレ解消効果」

・ 価格下落が大きく、かつ品質の劣る輸入品

がその主たる原因とみられる食肉と野菜につ

き、トレーサビリティの始まる食の情報化によ

り、1995価格に回復することをみこんだ。

「和牛プレミアム」

・ 和牛については 2002 年に観察された和牛

プレミアム効果（13.6%）を織り込んだ。

「推計結果」

・ 各々の GDPウエイトを元に成長率を試算

・ 鹿児島：農業+6.3%、県 GDP+0.2%

・ 宮崎：農業+5.2%、県 GDP+0.2%
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表3-1　経済効果

（２０００年度基準、金額：百万円）

鹿児島 宮崎 全国

肉デフレ回復率 8.6% 6.8% 4.0%

和牛プレミアム率 13.6% 13.6% 13.6%

野菜デフレ回復率 15.3% 12.5% 14.1%

農業ＧＤＰ増率 6.3% 5.2% 4.0%

農業ＧＤＰ 209,131 155,482 5,474,200

同金額増分 13,179 8,105 219,667

農業ＧＤＰウエイト 3.8% 4.4% 1.1%

ＧＤＰ 5,452,100 3,562,736 513,534,000

ＧＤＰ成長率 0.2% 0.2% 0.04%

図3-8　物価水準
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図3-9　農業関連物価
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（３）経済効果のインプリケーション

　トレーサビリティが食品ラベルの IC 化

を伴い徹底されれば、相当の経済効果が期

待できる。しかし、これは期待値である。

まず、そのインフラを整備しなければ始ま

らない。

　現実にはパソコンを所有していない小売

店も多い。また大手といえども、チップ化

のコストを単独で負担できる訳ではない。

期待値をベースに投資を行うにはリスクが

ありすぎるし、また投資規模が大きすぎる。

民間や市場にまかせるには無理がある。

　トレーサビリティは市場が機能するため

のインフラである。いわば株式市場や金融

市場みたいな制度資本に該当する。遅れて

いるとされる、ITと農業と地方圏が飛躍す

るためのインフラである。

　公共工事の乗数効果や波及効果が低下し

たと指摘されて久しい。民間ですら、経済

の成熟化から新製品の開発が困難で、有望

な投資対象が少ないのが昨今の日本の悩み

だ。トレーサビリティのインフラは数少な

い有望な投資対象の一つである。

　インフラには狭義の社会資本（公共工事）

以外にも、金融や医療などの制度資本と、

自然環境などの自然資本がある13。狭義の社

会資本の過剰や、同投資の節約だけが議論

される傾向にあるが、金融等の制度資本や、

                                                  
13 宇沢東大名誉教授の整理

自然資本の疲弊は誰の目にも明らかであり、

社会資本の定義を拡大し、投資のウエイト

を公共工事から制度資本や自然資本にシフ

トさせることこそ、求められているように

思う。

　南九州の比較優位産業は、農業や焼酎な

ど自然資本を背景としたものが多い（図 3-

10、3-11）。しかも、それらには追い風が吹

いている（図 3-12）。トレーサビリティは

自然資本を活かすための制度資本と捉える

ことができる。食糧庁が廃止され食品安全

局となるが、同局の目標は、トレーサビリ

ティを全般に広げることであろう。これを

機に政府が率先してインフラを整備すべき

ではないか。その声を相対的にメリットを

うける南九州が発するべきではないか。

農業 ITベンチャー

　食品の IC化が進めば、どのように情報を乗せ

るかや、セキュリティのあり方について、多くの知

恵が求められる。これはベンチャーのビジネスチ

ャンスとなる。例えば、鹿児島牛の生産農家の

取り組みを、携帯電話の画面のように制限が多

い中で、如何に上手く伝えるか。農家の思いや

言葉やデータにしにくい部分をどうやって伝える

か。そのようなノウハウを消費者や生産者は求

めている。これは、産地に近いほうが有利であろ

う。産地の暗黙知を消費者にネット等を通じて伝

えるベンチャー、農家の情報を消費者に翻訳す

る、インタープリター型のベンチャーや NPO が

求められているのではないだろうか。
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図3-10　GDP構成比（１９９９）
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結論

　「モノ（食品）」の情報化は、世界に先駆

けたユビキタスコンピューティングのイン

フラ整備につながり、日本の ITが世界をリ

ードする契機となりうる。さらに、「モノ

（食品）」の情報化は、情報の非対称性の減

少を通じて、日本の農業を高付加価値産業

に脱皮させる契機となりうる。

　日本は世界一の食料輸入大国である。カ

ロリーベースでの自給率は40％に過ぎず、

輸入された食品によって国民生活がなりた

っている（図 3-13）。しかし、国産を含め

食の情報開示には問題が多い。健康で長生

きできる権利を守るために、「モノ（食品）」

の情報化を進め、どの消費者にも等しく食

と安全の情報が行き渡るようにすべきでは

ないだろうか。

　食料の量的な自給率を上げるには、国土

や為替の問題などがあり困難である。とこ

ろが、価格ベースの自給率は 70％でやや下

げ止まっている。これは、和牛や黒豚に代

表される高品質農作物の競争力を示すもの

である。職人技が活きる「モノ（食品）」の

情報化を図ることによって、生産量重視か

ら価格重視に農業の方針を転換し、価格ベ

ースでの完全自給を狙えばどうか。そうす

れば、優良産地を多く抱える地方圏は、大

都市圏を上回る経済成長を達成し、地方分

権等、求められる課題に積極的にチャレン

ジすることができるようになる。

　要するに「モノ（食品）」の情報化は、遅

れているとされることの多い、日本の ITと

農業の救世主たりえるので、官民の総力を

あげて積極的に推進することが望ましいと

結論づけることができる。例えば、牛肉の

トレーサビリティに IC チップ化を義務づ

け助成をしたり、ITインフラの整備や補助

をするだけで、チップの価格が下がり、他

の食品や商品に広がることを通じて、ITと

農業は飛躍的に発展することができる。農

業のウエイトが高い地方圏、なかでも有力

産地である南九州は、特にその恩恵が大き

いと期待される。さらに、今まで視野に入

りづらかった環境や安全も含めて総合的で

効率的な管理が可能となることによって、

持続的な経済成長すら視野に入るだろう。

図3-13　食料自給率
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南九州の豊かさ

　地方圏、特に南九州などに転勤したりすると、その実質的な豊かさに驚くことが多い。こ

ちらは統計数字だけで、一人あたり GDP がどうのこうのとの先入観を持っているからなお

さらだ。実感と数字の差については、漠然と統計が実態を捉えきれないからだろうと感じて

いたが、本調査を通じて、それは確信に変わった。

　豊かさを感じるのは、特に食生活においてである。例えば豚肉は、値段は大都市圏より

安いと思うが、味覚は数段良い。別に黒豚に限らず美味しい。しかし、本文でも触れてきた

ように、見た目が同じようなものならば、安全性や美味しさが異なっても、同じような価格が

ついてきた。物価統計に差がでないわけである。

　要するに、食品の質を勘案すると、地方圏、特に情報の非対称の顕著な食肉の産地であ

る南九州などは、実質的な物価水準が相当程度低いと考えたほうがいい。

　これから、食品の情報化が進み、情報の非対称性が少なくなるとどうなるだろうか。南九

州のような有力産地は、評価があがり、高い収入を得るだろう。それは例えば、喜んで高い

金を払う東京の消費者に売ることによって実現されよう。

　すると、南九州は名目所得が増えて、統計上も豊かな地域となるだろう。一方で残念なが

ら、良質で安い食材を入手できることは今よりは少なくなるだろう。隠れた豊かさから、みえ

る豊かさへ。実質的な取り分は大きくなるのだろうが、ノスタルジーを抱えつつ、「モノ」の情

報化が進む。
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